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対象者 新築/改修 対象範囲 対象経費 要件

番号 所管 事業名 ZEB 補助率

設備
単体

設備費
※②

プランナー

新築建築物のZEB化支援事業(レジリエンス強化型) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・2/3(ZEB)
・3/5(NeZEB)
・1/2(ZEBRe)

2 環境省 新築建築物のZEB化支援事業(通常) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・3/5(ZEB)
・1/2(NeZEB)
・1/3(ZEBRe、
ZEBOriented)

3 環境省 既存建築物のZEB化支援事業(レジリエンス強化型) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  2/3

4 環境省 既存建築物のZEB化支援事業(通常) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  2/3

5 環境省 既存建築物における省CO2改修支援事業(民間施設) ○ ○ ○ ○  1/3

6 環境省 既存建築物における省CO2改修支援事業(テナントビル) ○ ○ ○ ○ ○  1/3

7 環境省 既存建築物における省CO2改修支援事業(空き家) ○ ○ ○ ○ ○  1/3

8 環境省 ○ ○ ○ ○
○
※
⑥

○

・2/3(市町村で再エネ設備
(太陽光以外)・未利用エネ設
備導入の場合、又は離島
・1/2(市町村で太陽光発電
設備又はコジェネ導入の場
合)
・1/3(都道府県及び指定都
市)

9 国交省 ○ ○
○

※③ ○ ○ ○ ○
○

※④

改修
・民間23％（国・地方）
・公共11.5％（国）
建替
・民間1/2
・公共1/2

10 国交省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

※⑤
 1/2

11 国交省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 補助対象工事の1/3

経産省

経産省 (A)先進事業 ○ ○ ○ ○ ○
・10/10中小企業)
・3/4(大企業)

13 経産省 (B)オーダーメイド型事業 ○ ○ ○ ○ ○

投資回収年数7年以上：
・10/10中小企業)
・3/4(大企業)
投資回収年数7年未満：
・1/3(中小企業)
・1/4(大企業)

14 経産省 (C)指定設備導入事業(sii) ○ ○ ○ ○ ○ 種別及び能力に基づいた定額

15 経産省 (C)指定設備導入事業(産業ヒートポンプ) ○ ○ ○ ○ ○ 種別及び能力に基づいた定額

16 経産省 (C)指定設備導入事業(高効率コージェネレーション) ○ ○ ○ ○ ○ 種別及び能力に基づいた定額

17 経産省 (Ｄ)エネマネ事業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
・1/2(中小企業)
・1/3(大企業)

18 経産省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  2/3

19 経産省 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・1/2(中圧)(指定区域)
・1/３(中圧)(指定区域以外)
・1/3(低圧)

20 経産省 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2/3(中小企業)
1/2(上記以外)
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番号 所管 事業名 ZEB 補助率

設備費
※②

プランナー

1 経済部 ○ ○ ○ ○ ○  1/2

2 経済部 ○ ○ ○ ○ ○  1/2

3 経済部 ○ ○ ○ ○ ○  1/2

4 経済部 ○ ○ ○ ○ ○  1/2

※①
※②
※③
※④
※⑤
※⑥ 実施設計のみ

ZEBレベルと省エネ基準適合レベルあり

新エネルギー設備導入支援事業(新エネルギー設備導入)

省エネルギー設備導入計画等作成支援事業費

省エネルギー設備導入支援事業

CASBEE及びzeb水準が必要

建替の場合のみ

新エネルギー設計支援事業

設備機器の費用とその設置費

設備機器の費用のみ（設置費は含まない）

２．道の補助

1 環境省

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

12

災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補
助金

住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業費補助金
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業）

先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金

既存建築物省エネ化推進事業

サステナブル建築物等先導事業

住宅・建築物省エネ改修推進事業(交付金)

災害時に備えた社会的インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業
費補助金(LPガス災害バルク)

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エ
ネルギー設備等導入推進事業

令和４年度　建築物の脱炭素化に係る補助金等一覧

民
間

新
築

改
修

１．国の補助

公
共

建
物
全
体

設
計
費

工
事
費

※⓵

ZEB

設
備
単
体

設
計
費

工
事
費

※⓵

ZEB
公
共

民
間

新
築

改
修

建
物
全
体


